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TASKAL RESOURCES SDN. BHD. 
24時間365日自社日本語コールセンターを介した
ワンストップ危機管理サービスを提供

ホームページ：
https://taskal.life | https://taskal-trc.life/
お問い合わせ：
☎ 050-3644-0289 | ✉ info@taskal.life

企画・販売：TASKAL RESOURCES SDN. BHD. 訓練実施会社：Philippines Strategic Associates

(株)日本旅行のマレーシア現地法人。自社運営の24時間365日多機能・
多言語コンタクトセンターを基軸に、法人や学校向けの海外危機管理サ
ービスを提供。特に、トラブル発生時のサポートや有事における緊急退
避支援を得意とし、2021年のミャンマー国軍クーデターや2022年のロシ
ア・ウクライナ侵攻時には、顧客企業の駐在員や出張者の緊急退避サポ
ートを行った。

30年以上の実績を有するフィリピンの危機管理専門企業。東南アジア全
域における豊富な知見とリソースを活かし、ビジネスインテリジェンス
（BI）、リスクアセスメント、訴訟支援、サイバーセキュリティ対策な
ど幅広いサービスを提供。コンサルタント陣は、政府機関・特殊部隊・
報道・経営コンサルなどの専門家で構成されている。

研修プログラム詳細

アジア全域で高まる「テロリズム」のリスク、そして日本人・役職者ならではの注意が必要な「誘拐・拉致」リスクを
わずか4時間で網羅。座学と実技を融合した、実践型の実地訓練を提供！

◆  訓練概要 ◆
【対象者】日系企業 海外駐在員・管理者
【開催地】フィリピン・マニラ市内
【使用言語】英語（簡易な英語で実施）（※1）
【所要時間】4時間（※2）
【最少催行人数】10名（※3）
【費用】お一人様あたり USD700-
 
※1：ご希望に応じて通訳手配も可能です
※2：訓練時間・内容は個社毎のご要望に応じて調整可能です
※3：10名未満での実施をご希望の場合は別途ご相談ください

◆  お申し込み ◆
弊社担当者へ直接ご連絡ください。
TASKAL RESOURCES SDN. BHD.  担当：井本・屋代
電話：050-3644-0289
メール：info@taskal.life

日本企業の進出が進む国々においては、依然としてテロや誘拐等の重大な事件が発生し続けています。
 「万が一、テロに巻き込まれた場合」「仮に誘拐の被害に遭った場合」

 ―そのような非常事態に際し、適切かつ迅速な対応を取るための体制は万全でしょうか？

邦人が実際に被害に遭った事例

企業は、海外に赴任する駐在員に対し、労働契約法第5条に基づき「安全配慮義務」を負っており、赴任先の治安情勢や地域特性を踏まえて、適切な危機管理措置を講ず
る責任を有している。実際、多くの企業においては、リスクの高い国・地域への派遣に際し、警備員を常駐させた住居の提供や、運転手付き社用車の配備等、現地の実情
に即した安全対策を講じている。
もとより、犯罪被害やテロ・誘拐といった重大事案の発生リスクを完全に排除することは困難であるが、駐在員本人の危機管理意識を適切に醸成することにより、当該リ
スクを低減し得るため、未然防止を主眼とした教育・研修の実施は極めて重要であり、実地に即したシナリオ型訓練（いわゆるフィールド型訓練）は、極めて実効性の高
い手段と位置付けられる。
さらに、かかる危機管理措置の実施は、企業としての安全配慮義務の履行に資するのみならず、企業価値およびブランドの毀損防止という観点からも重要度が高い。とり
わけ、日系企業の駐在員がテロや誘拐といった重大事件に巻き込まれた場合には、企業名や個人名が報道されることは避け難く、企業の社会的信用や対外的評価に深刻な
影響を及ぼす可能性があるため、駐在員に対する危機管理教育は、従業員の安全確保に資するのみならず、企業価値の維持・向上にも直結する。

2024年、カラチにて、邦人駐在員5
名が乗った通勤車両が襲撃される。

毎年フィリピンでは、日本人が商売上
でのトラブルや怨恨を理由とし殺人被
害に遭う（2022年：2件、2021年：1
件、2020年：1件、2019年：2件）

2015年、バンコクにて爆発テロが発生。
死者20名、日本人駐在員1名が負傷。

2019年、コロンボ等3都市にて、教会
およびホテル計6か所で自爆テロが発
生。邦人1名を含む250名以上が死亡、
邦人4名を含む約500名が負傷。

2016年、首都ダッカにて、武装集団がレス
トランを襲撃。邦人7名を含む20名以上が死
亡、邦人1名を含む多数が負傷。

2002年、バリ島にてテロ組織のメンバー
が繁華街などで複数の爆弾を爆発させ、
日本人夫婦2名を含む202名が死亡。

2002年、ヤンゴンにて、大手総合商
社事務所長が強盗により殺害。

犯罪被害・テロ・誘拐等のリスクから自社および自社駐在員を守るため・・・
危機管理訓練実施の重要性


